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資料２－１ 

次期「仙台市協働まちづくり推進プラン」中間案（素案）について 
 

「仙台市協働まちづくり推進プラン2021」（以下「現行プラン」という。）の計画期

間が令和７年度で終了することから、令和８年度以降の次期プランを策定する。 

 

１ 計画の位置づけ 

 「仙台市協働によるまちづくりの推進に関する条例」及び「仙台市協働による

まちづくりの推進のための基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき定

める推進実施計画とする。 

 「仙台市基本計画」を上位計画とし、市の関連する分野別の諸計画との整合性

を図る。 

 「仙台市ダイバーシティ推進指針」を踏まえ、協働によるまちづくりに向けた

施策を進める。 

 

２ 期間 
令和８年度から令和 12 年度まで（５年間） 

 

３ 協働まちづくりの現状 

（１）町内会・地域コミュニティ 

 単身世帯や女性・高齢者雇用の増加など、ライフスタイルの変化が地域コミュ

ニティに関わる機会や時間の減少に影響 

 本市では、町内会加入率の低下（平成 24 年度 82.4％→令和 6 年度 72.5％）や

少子高齢化による担い手不足が顕在化 

（２）市民活動団体 

 ＮＰＯ法人を対象とした調査では、人材不足・資金不足に加え事業継承や世代

交代も課題に 

（３）企業 

 企業が事業そのものを通して社会課題の解決と収益を両立させる「ＣＳＶ」

（Creating Shared Value：共通価値の創造）の考え方や、多様な立場の主体

が協力して成果を生み出す「コレクティブインパクト」のアプローチの広がり 

（４）教育機関 

 大学が区役所・市民センター・町内会・商店街等と連携して地域の課題解決や

活性化に取り組む事例の増 

 地域ならではの創意や工夫を生かした特色ある学校づくりを進める「コミュニ

ティ・スクール」の推進 

 アントレプレナーシップ教育の増加、高校・大学の単位認定に地域活動が組み

込まれるケースも 

（５）行政（仙台市） 

 職員意識調査では、９割近くの職員が「市の業務を進める上で市民協働を推進

することは大切だ」と回答 

 各種研修や、職員をＮＰＯ等へ派遣する「ＮＰＯ留学」により協働推進人材を

育成 

 「市民協働事業提案制度」「ユースチャレンジ！コラボプロジェクト（若者

版・市民協働事業提案制度）」を通して、市と多様な主体との協働を実現 
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４ 現状を踏まえた課題 
 地域コミュニティや市民活動団体における担い手確保が課題となる中、持続可

能なまちづくりに向けた若者の更なる巻き込みや、個人の興味・関心等に合っ

た市民活動との接点づくりの推進 

 企業によるＣＳＶや教育機関による探求学習などの広がりを背景とした、企業

や教育機関の参画促進 

 世代交代やコロナ禍で停滞した活動の再開など、市民活動団体の潜在的なニー

ズの掘り起こしと支援 

 分野や地域を超えた協働による課題解決や魅力創出の促進に向け、市民活動サ

ポートセンターを初めとしたコーディネート機能の強化 

 

５ 重点方針と目標（案） 

重点方針１ 若者が活躍するまちづくりの更なる推進 

＜施策の方向＞ ① 若者が気軽にまちづくりへ参加できる機会の創出 

② 若者同士や若者と他世代のつながりが生まれる場の創出 

③ 若者へ向けた情報発信の強化 

＜目標＞ まちづくり活動に参加経験のある若者の割合 

基準値：23.9％（令和４年度実績）▶ 目標値：40％（令和 12 年度） 

 

重点方針２ 市民活動への多様な関り方の提供 

＜施策の方向＞ ① 企業や教育機関との協働を促進する仕組みづくり 

② 参加したい人と参加してほしい団体とをつなぐ受け入れの 

支援 

＜目標＞ 地域の課題解決や魅力向上に向けた取り組みに興味・関心のある企業の

割合 

基準値：今後、調査のうえ設定 ▶ 目標値：50％（令和 12 年度） 
※目標値は、今後設定する基準値を踏まえ、最終案において変更する可能性あり 

 

重点方針３ 活動を支えるハブとなる人材のネットワークの強化 

＜施策の方向＞ ① ハブとなる人材の育成 

② ハブとなる人材同士のネットワーク化 

③ 地域における取り組みや団体情報の一元化 

④ アウトリーチ型の支援 

＜目標＞ 「地域団体・ＮＰＯ・企業など様々な立場の方々がまちづくりに取り組ん

でいるまちである」の評価度 

基準値：2.72 点（令和６年度実績）▶ 目標値：3.00 点（令和 12年度） 

 

６ 基本施策に関する事業 
 現行プランと同様に、基本方針に掲げる「協働によるまちづくりの推進に関す

る市の基本的な施策」を推進するための事業（基本施策に関する事業）を選定

する。（個別事業については今後調整のうえ、最終案に掲載） 



3 

 

 計画期間においては、毎年度、各事業の実施状況を把握する。なお、定量的な

把握が可能な事業については数値目標やモニタリング指標を設定するほか、そ

の他の事業についても定性的な把握を行う。 

 

７ 推進体制および進行管理 

 市長を本部長とした「仙台市協働まちづくり推進本部」を中心に、庁内の連携

を図り、総合調整を行いながら施策を展開する。 

 本計画に掲載する事業の進捗を、市議会や市の附属機関「仙台市協働まちづく

り推進委員会」への報告を行うとともに、ホームページ等で市民に公表する。 

 

８ パブリックコメントの実施 
（１）募集期間 

令和７年10月～11月 

（２）意見受付方法 

①電子申請サービス ②郵送 ③Ｅメール 

（３）配布物 

（ 紙 ）意見募集要項及び回答様式、中間案（本編・概要版）、 

こども向け中間案（概要版） 

（市ＨＰ）中間案（本編・概要版）、こども向け中間案（概要版） 

（４）中間案配布場所 

市政情報センター、区役所・総合支所 総合案内、市民センター、 

市民活動サポートセンター 

（５）その他 

いただいた意見等については、個人が特定できない内容に編集し後日公表する

予定。なお、個別の回答は行わない。 

 

９ 今後のスケジュール 
令和８年２月 ・協働まちづくり推進委員会にてパブリックコメント実施結果 

及び最終案を報告 

令和８年３月 ・協働まちづくり推進本部会議にて次期プラン最終案を報告 

       ・次期プラン策定 


